
(1)有価証券の評価基準及び評価方法
  ･満期保有目的の債券等-該当なし
  ･上記以外の有価証券で時価のあるもの-該当なし
(2)固定資産の減価償却の方法
  ･建物並びに器具及び備品-定額法
  ･ﾘｰｽ資産

所有権移転ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている｡

所有権移転外ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産
ﾘｰｽ期間を耐用年数とし､残存価額を零とする定額法によっている｡

(3)引当金の計上基準
  ･退職給付引当金-･･･職員の退職金の支給に備えるために社会福祉法人横浜市社会福祉協議会の退職共済制度に加入｡

退職給付引当資産および退職給付引当金は､掛金累計額で計上している｡
  ･賞与引当金   -･･･夏期賞与支給に備え、翌年度7月に支給見込額に基づいて計上している。

該当なし

退職給付制度は独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度を採用している｡

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている｡
(1)ちとせ保育園計算書類
  (会計基準省令第1号第4様式､第2号第4様式､第3号第4様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙3(⑩))
(3)拠点区分事業活動明細書(別紙3(⑪))
サービス区分の設定は無い為、上記様式の作成は省略している。

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高

(基)土地 23,154,00023,154,000

(基)建物 74,019,6715,791,14879,810,819

合 計 97,173,6715,791,1480102,964,819

該当なし

該当なし

別紙２



固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

(基)土地 23,154,00023,154,000

(基)建物 74,019,671212,264,329286,284,000

建物 17,245,35431,123,63348,368,987

構築物 12,007,35825,185,82937,193,187

車輌運搬具 28,143,9988,144,000

器具及び備品 11,792,77740,517,52152,310,298

合 計 138,219,162317,235,310455,454,472

該当なし

該当なし

該当なし

令和４年度取得バイオクッションの前年度償却額を修正した。
それにより、「器具及び備品」「その他の特別収益」へ3,140円を計上している。

別紙２


